
担当課ヒアリングに伴う、事前質問および回答

No 内容
第6回議事録
ページ番号

回答 資料名

1

平成26年度から平成29年度までの四年間で5000人の雇用を創造するとあ
るが、この5000人という数字は、雇用創造戦略で取り組まれている事業の結
果を累積させたものという認識で間違いないか。

13

間違いありません。第３次鳥取市経済再生・雇用創造戦略で取り組んでいる事業
の新規雇用者数の累積としての5,000人です。

2

戦略にはおそらく企業誘致とか起業といったことが書かれていると思われ
る。そういうところは雇用は増えるだろうが、地域全体で見れば減っている企
業もあるはず。そう考えると、純粋に鳥取市全体で雇用が新たに5000人も増
えたと言えるのかどうか。そのあたりについて担当課のお考えをお聞かせい
ただきたい。

13

　第３次鳥取市経済再生・雇用創造戦略に基づく雇用創出実績は、戦略に基づ
き実施した事業による雇用創出数として集計し、提示しているものです。
　参考までに統計法に基づく経済センサスによる本市における市町村別従業者
数は、平成26年の82,895人に対して平成28年速報値で84,096人と1,201人の増
加となっています。

資料①：第３次鳥取市経済再
生・雇用創造戦略に基づく雇
用創出数実績について

資料②：鳥取県統計課ＨＰ
市町村別事業所数及び従業
者数(経済センサスＨ28速報)

3

(企業立地・支援課)
企業誘致のためにどの程度の税金が投入されているのか。その結果何人
の雇用が生まれたのか、正規・非正規も併せてお示しいただきたい。

14

　平成２５年度以降新規に誘致した企業の件数は１７件（内訳：製造業１０件、ＩＴ・
情報処理関係６件、植物工場１件）で、これらの誘致企業の投資及び雇用に対す
る本市の補助金額は今後交付予定のものも含めて約２０億８千万円となる見込
みです。一方で、これらの企業の工場建設や設備の整備に係る初期投資額の合
計は約２６０億円、雇用計画人数は約１，０４０人となっています。
　こうした実績から鳥取市及び周辺地域への経済波及効果は、初期の工場建設
等による経済波及効果が約２２０億円、操業により毎年発生する経済波及効果
は年間約１２６億円と推計しております。
　雇用計画に対する平成２９年３月末時点での実雇用人数は正規雇用が３３７
人、非正規雇用が１５５人の計４９２人です。まだ操業を開始していない企業が２
社あり、今後、各企業の事業計画の進捗に従って随時雇用される予定です。

当該事業に従事する職員数（人役）

当該事業に係る予算額（千円）

推進担当課

実施計画名 【ID19】 第3次鳥取市経済再生・雇用創造戦略に基づく事業の推進、起業支援策の強化、働き方改革の推進

経済・雇用戦略課(企業立地・支援課)

経済再生・雇用創造戦略推進費　　　　　　　　H27：398千円　　　　　H28： 　452千円　　　　 H29：　 663千円
起業のまち鳥取創造プロジェクト事業費　　　　　　　　　　　　　 　　  H28：11,359千円　 　　　H29：15,220千円
働き方改革推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　H29：　3,330千円

H27～H29年度：　3～4名程度（経済・雇用戦略課職員のみ）



4

(企業立地支援課)
誘致企業の雇用を地元採用にこだわりすぎると、地域の人材が奪われてし
まうのではないか。一方で誘致企業には県外から従業員も連れてきてもらえ
るとメリットもあるように感じるがどう思われるか。

14

　誘致企業には市内在住者を優先して採用していただくよう配慮をお願いしてい
ます。
実績としては、採用者のうち市内在住者が約８割で、残り２割のうちほとんどは県
内他市町在住者です。国内人口が減少しているなか、本市の労働力人口も減少
していく見込みとなっていることから、地元中小企業を中心とした労働力不足の
解消に向け、生産性の向上による省力化の推進、地元の高校・大学の新卒者の
地元就職の促進による県外流出の歯止め、潜在的な労働力である女性や高齢
者の社会進出、ＵＪＩターンの促進による労働力の外部からの移入など、あらゆる
角度から様々な施策を展開していきたいと考えているところです。
　また、企業誘致による本社等からの従業員の異動のほか、日立フェライト電子
（株）や（株）ジャパンディスプレイ鳥取工場に代表される、拠点集約や一部開発
部門の移転による、機能のみならず人の移転に伴い、産業集積と地域経済の活
性化が図られるものと考えます。

5
起業の取り組みも積極的にされているが、今後の展望などお聞かせいただ
きたい。 14

起業・創業であれば何でも補助するのではなく、先駆的、独創的、隙間産業的な
ものなど、補助対象を限定的なものへ絞り込む見直しを行うこととしています。ま
た、新たな起業家が育つ環境づくりに取り組んでいきます。

6
起業のまち創造プロジェクト、アドバイザー配置・派遣について、詳細な内容
と実績が分かる資料をいただきたい。 14

起業のまち「とっとり」創造プロジェクト
（１）事業内容　別紙のとおり
（２）事業実績（Ｈ２８）　起業推進員配置１名、新規創業・開業支援補助１３件、ク
ラウドファンディング活用支援２件

資料③：29.6事業内容(起業の
まち鳥取創造プロジェクト）

7

(企業立地・支援課)
企業誘致に携わる 経済・雇用戦略課企業立地・支援課の職員には、将来展
望を見据える経営的能力も要求されると思うが、その職員育成のためにど
のような研修などと行っているのか教えていただきたい。

14

　鳥取県主催による県内担当者向けの企業立地等に係る担当者会議及び意見
交換会や、鳥取県産業振興機構主催による企業経営者等の経営論の講演会、
成功事例発表会など、県内で開催される研修会等に積極的に出席しているほ
か、経済産業省が主催する実務担当者研修（会場：東京）にも出席するなど、職
員の資質向上に努めています。
　また、企業訪問も積極的に行っており、地元企業を訪問し、経営者の意向や要
望の聞き取りや、県外企業を訪問し経済動向の把握や最新の情報を収集するこ
とで、時代の流れを的確につかみ、企業側のニーズに迅速に対応できるよう努め
ています。

8
成果指標の実績には起業のほか、誘致企業の雇用数なども含まれていると
思われる。純粋に起業されて生まれた雇用数が教えていただきたい。 15

１．新規創業・開業支援事業による雇用２７名（経営者含む正規１９名、非正規８
名）
２．まちなかコミュニティビジネス支援事業による雇用５名（経営者含む正規１名、
非正規４名）
３．商店街テナントマッチング事業による雇用３７名（経営者含む正規１７名、非正
規２０名）

9

ここで目標とされている5000人という数には非正規も相当数含まれていると
思われる。転出抑制を目指すのであれば、雇用の質にもこだわらないと最
終目的には直結しないのではないかと思うがどのようにお考えか。

15

目標人数には正規・非正規の区分は設けていないが、平成28年度（速報値）まで
の実績においては、非正規の割合は42％となっています。本課としても、若年層
の転出抑制のためには、安定した雇用形態が必要と考えており、正規雇用化、
働きやすい職場環境づくりへの取組について、経済団体等へ要請しているところ
です。

10
現在、働き手が必ずしも終身雇用を求めていないという実態もあると思う
が、そのような数字が把握されていればお示しいただきたい。 15

働き手が必ずしも終身雇用を求めていないというような実態のデータについて
は、把握していません。種々の調査等では安定志向が高く、終身雇用を志向する
傾向が強いと思われます。

資料④：厚生労働省ＨＰより
平成２６年版　労働経済の分
析
資料⑤：公益財団法人日本生
産性本部
２０１２年度新入社員意識調査
抜粋
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